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P はポイント、BSI は景況判断指数

国　　　　　　内

２日 ５月消費者心理、２カ月ぶり改善

内閣府は、５月の消費動向調査で、消費者態度指数（２人

以上世帯、季節調整値）が前月比0.4P上昇の43.6と発表。

２日 16 年合計特殊出生率、２年ぶり低下

厚生労働省は、2016 年の人口動態統計で、合計

特殊出生率が前年比0.01P低下の1.44と発表。

７日 ４月景気一致指数、９年２カ月ぶり高水準

内閣府は、４月の景気動向指数で、景気の現状を

示す一致指数が前月比3.3P上昇の117.7と発表。

８日 ４月国際収支黒字額、10 年ぶり高水準

財務省は、４月の国際収支速報で、経常収支の黒字

額が前年同月比 7.5％増の 1兆 9,519 億円と発表。

８日 ５月街角景気、２カ月連続改善

内閣府は、５月の景気ウオッチャー調査で、街角の現状判

断指数（季節調整値）が前月比 0.5P 上昇の 48.6 と発表。

12日 ４月機械受注、前月比 3.1％減少

内閣府は、４月の機械受注統計（季節調整値）で、「船

舶・電力を除く民需」の受注額が 8,359 億円と発表。

12日 ５月企業物価指数、５カ月連続前年同月比上昇

日銀は、５月の国内企業物価指数（速報値）

が、前年同月比 2.1％上昇の 98.4 と発表。

13日 ４～６月期の大企業景況感、４四半期ぶりマイナス

財務省と内閣府は、４～６月期の法人企業景気予測調

査で、大企業の全産業の BSIがマイナス 2.0 と発表。

19日 ５月貿易収支、４カ月ぶり赤字

財務省は、５月の貿易統計（速報、通関ベー

ス）で、貿易収支が2,034億円の赤字と発表。

21日 訪日外国人客、５月としては過去最多

観光庁は、５月に日本を訪れた外国人旅行者が、前

年同月比21.2％増の229万4,700人（推計）と発表。

22日 ６月景気判断、半年ぶり引き上げ

内閣府は、６月の月例経済報告で、景気判断を「緩や

かな回復基調が続いている」と半年ぶり引き上げ。

30日 ５月消費支出、実質で前年同月比 0.1％減少

総務省は、５月の２人以上世帯の家計調査で、１

世帯当たりの消費支出は 28 万 3,056 円と発表。

30日 16 年度国民年金保険料納付率、５年連続上昇

厚生労働省は、2016 年度の国民年金保険料の

納付率が、前年度比1.7P上昇の65.0％と発表。

30日 ５月失業率、６カ月ぶりに悪化

総務省は、５月の完全失業率（季節調整値）が前月比

0.3P上昇の3.1％で、６カ月ぶりに悪化したと発表。

県　　　　　　内

２日 16 年度県森連木材取扱量、過去最多を更新

県森林組合連合会は、2016 年度の木材取扱量（一般用材）

が約 93 万立方メートルで、４年連続で過去最多と発表。

５日 門川町と宮崎大、水産業や観光などで連携

門川町と宮崎大学は、地域活性化につなげる

ことを目的に、包括連携協定を締結。

５日 県内３セク、26 法人が 15 年度末赤字

県は、市町村が出資する第３セクターなどの 2015 年度末の

決算で、60法人中 26法人が赤字、債務超過が 5法人と発表。

７日 ３、４月県内金融経済概況、判断据え置き

日銀宮崎事務所は、３、４月の県内金融経済概況を発

表。「持ち直しの動きが続いている」と判断据え置き。

７日 ５月県内企業倒産件数・金額共に前月比微増

東京商工リサーチは、５月の県内企業倒産件数が３件（前月比

１件増）で、負債総額は１億３百万円（同３百万円増）と発表。

７日 16 年度本県農水産物輸出額、過去最多

県は、2016年度の本県農水産物の輸出額（速報値）

が、前年度比 37％増の 34 億 4,900 万円と発表。

９日 16 年本県新規就農者、1989 年以降過去最多

県は、2016 年に県内で新規に就農したのは前年

比55人増の396人で、1989年以降過去最多と発表。

13日 ４～６月期県内企業景況感、３期ぶり改善

宮崎財務事務所は、４～６月期の法人企業景気予測

調査で、本県の全産業のBSIがマイナス1.8と発表。

19日 17 年度県内市町村当初予算総額、５年ぶり減少

県は、県内 26 市町村の 2017 年度当初予算（普通会計）の

総額が、前年度比0.2％減の5,303億 1,700万円と発表。

21日 16 年度県内移住世帯数、前年度比 186 世帯増加

県は、2016 年度の県外から県内へ生活の拠点を移した世

帯数（転勤や進学による転入は除く）が 388 世帯と発表。

21日 世界最大級クルーズ船誘致へ、油津港整備

県は、世界最大級の 22 万トン級のクルーズ船を受け入

れるために、日南市の油津港の岸壁を整備すると発表。

27日 宮崎大と県立農大校、包括連携協定を締結

宮崎大学農学部と県立農業大学校は、次世代の農業を担う

人材育成と関連産業の振興を目的に包括連携協定を締結。

30日 宮崎大と九州森林管理局、連携協定を締結

宮崎大学農学部と林野庁九州森林管理局は、林業が抱える課

題の解決や森林保全を図ることを目的に連携協定を締結。

30日 県内公務員に夏のボーナス支給

県内の公務員に夏の賞与が支給された。県職員全体

の平均支給額は前年比7,692円増の71万 3,363円。

経済日誌


